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「防災」×「テレビ」×「ＩＣカード」の成果事例 

【徳島モデル】 テレビ・ＩＣカードを活用した防災対策システム 

テレビ画面表示にて個別の避難指示 
ＩＣカードにより、避難が完了した 
住民の情報を迅速に取得し、一元管理 

タブレット端末に 
住民の避難状況を表示 
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 徳島県は全国平均を上回る勢いで高齢化が進行。（徳島県の高齢化率：２８％、全国平均：２４．１％（平成２４年度）） 

 南海トラフ巨大地震が発生した場合には、１０万棟以上の建物全壊など深刻な被害が予想されており、 

  災害時における高齢者を含めた住民の迅速な避難誘導や避難状況の把握など防災対策が急務。 

 高齢者にとって身近なテレビを活用した避難指示システムやＩＣカードによる避難者管理システムを構築し、

徳島県美波町において約１００世帯を対象にして実証実験（避難訓練）を２回実施。 

実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 従来の避難指示に比べて、住民に対する確実な情報伝達が可能となったほか、テレビ画面に表示した 

  個別の避難指示により、避難完了までの平均時間が２分程度早まった。 

 また、ＩＣカードを活用した一元的な情報管理により、迅速かつ詳細な避難者情報の把握を実現。 



「見守り」×「ＩＤ」の成果事例 

【三鷹モデル】ＩＤ連携を活用した災害時要援護者への対応 
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 三鷹市では、災害時に援護が必要な要援護者の情報の把握において、より実態に即した情報への更新にあたり、要

援護者の支援者やその連絡先も含めた情報の把握が急務。 

 住民同士の共助の仕組みと市の公助の仕組みが別々に機能しており、より効率的な活用に向けた相互連携が必要。 

 既存の住民情報系システムから情報の提供を受け、災害時要援護者台帳を作成する仕組みを構築。 

 ＩＤを用いて個人を識別し、支援者やその連絡先等の要援護者本人以外の情報を最新化する仕組みを導入。 

 タブレットを用いたコミュニティ内の見守り（共助）の結果を市民から市に提供し、市の災害対策（公助）に活用する仕組

みを構築。 

実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 要援護者の支援者の情報を最新化することで、より適切な援護を行う仕組みを整備。結果として、実証参加者全員か

ら「安心感が向上した」という回答が得られた。（「非常に向上」60%、「やや向上40%」） 

 市民から提供される要援護者の安否情報を基に、住民同士の共助と市の公助が連携することで、災害時において要

援護者に対するより能動的・効率的な支援が可能となった。 

要援護者 
安否リスト 

災害時 
要援護者 
台帳 

ID 

連
携 

市民（コミュニティ） 三鷹市 

要援護者 

支援者 
連絡先情報 

要援護者の情報管理 

見守り（共助） 

安否情報の提供 

能動的・効率的な
支援（公助） 既存の住民情報系 

システム ＩＤ連携による 
ひも付け 

最新化された 
災害時要援護者台帳 
最新化された 
災害時要援護者 

台帳 

支援者 
連絡先情報 

市民から提供される 
安否情報を反映 

要援護者の情報を最適化し、災害時の支援に活用 



「見守り」×「スマートフォン」の成果事例 

 七尾市は全国平均を上回る勢いで高齢化が進行。（七尾市の高齢化率：29.5％、全国平均：24.1％（平成24年度）） 
 世代間や地域間など、地域コミュニティも弱体化。 

【七尾モデル】スマートフォンを活用した高齢者等の見守りサービス 

 スマートフォンに搭載されている加速度センサーを活用した転倒検出や、ＧＰＳを活用した外出見守りシステム
を構築し、七尾市内の高齢者等１２名及びその家族・支援者２７名を対象として実証を実施。 

 地域のＮＰＯ法人が作成した既存のアプリケーションとも連携し、異常検出時にはスマートフォンのカメラが周囲
を自動撮影し、事前に登録された家族等の携帯電話にメールや電話を発信。 
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 従来は地元（和倉地区）の民生委員等が１人１日あたり１０人の高齢者を見回るのが限界であったが、１人１日
あたり２０人を見回れるようになった。 

 高齢者が使いやすいように画面操作の単純化や自動化を行ったことにより、住民の参加が円滑に進んだ。 

トップ画面と屋外見守り画面 家族や民生委員などに 
ビデオメールを自動送信 

転倒や外出ルート外での 
位置情報検出など、 
異常を検知 



「医療・健康」×「ＩＤ」×「ＩＣカード」の成果事例 

 千葉県柏市では、超高齢化社会に備え、他の地域と同様に「出産・子育て環境の充実」、「医療・社会保障費の削減」が急務。 

 上記課題解決のため、公民学の連携によって健康長寿都市実現に向けた住民サービスを効果的・効率的に行い、自律した都

市経営を推進することが必要。 

【柏モデル】ＩＤ連携によるﾏｲポータルを通じた健康見える化・電子母子健康手帳サービス 

 リストバンド型の活動量計や体組成計等からデータを収集し、マイポータルでの閲覧を可能とする健康情報見える化システムを

構築。 

 収集したデータを基に、市の保健師や栄養士による健康増進のためのアドバイスを、リアル・バーチャルそれぞれの場で実施。 

 電子母子健康手帳サービスとして、子どもの成長記録や予防接種情報等の一元管理システムも構築し、同一プラットフォーム上

で健康見える化サービスとも ＩＤを連携。 

 地域活動への参加のインセンティブとして、ＩＣカードを活用した地域ポイントとも連携し、住民の参加を促進。 
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 電子的なコミュニティとリアルな場を繋ぐサービスが、「市民サービスの向上」や「行政の効率化」等に結びつくことを確認。 

 電子母子健康手帳サービスについては、一部有料化も視野に入れた公民学連携によるビジネスモデル構築を予定。 

 柏の葉地域の共通プラットフォームとして、マイポータル、ICカードを活用した地域ポイント制度等を民間事業ベースで継続。 

 共通プラットフォームが新たな地域サービス創出の基盤となり、民間事業者のサービス展開に要する経費を低減。 

電子母子健康
手帳サービス 

健康情報見える化
サービス 

ＩＤ連携によりシングルサインオン 

サービス内容に応じて、 

民間ベースでの事業化や 

一部有料化を視野に入れて実用化 



「医療」×「交通」×「ＩＣカード」の成果事例 

【豊田（足助）モデル】 医療・交通ＩＣカード統合型システム 

救急搬送支援 
・既往歴 
・投薬暦 
・血液型 
・ｱﾚﾙｷﾞｰ等の参照 

カード所持状況の見える化 
 最大認識距離 
・直接40cm 
・鞄内 7cm 

 

足助病院 

救急隊員端末 

診療所 

病院端末 

診療所端末 

救急車 

回数券 
・運賃支払い 

エコポイント 
・ポイント発行 

電子マネー決済 

交通機関 

医療情報連携 
・患者情報の参照 
・共通診察券 

診療メモの運用 

ICｶｰﾄﾞ 

医療情報連携 
・患者情報の共有 

健康サービスの利用 
・柏市のサービスをカード認証 
 のみで利用 
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 中山間地域である愛知県豊田市の足助地区では、高齢化や過疎化が進行。(足助地区の高齢化率：32.8％、全国平均：24.1％). 

 地域住民の足となるコミュニティバスの利便性向上に加え、救急搬送時における救命活動の効率性向上が課題。 

 患者の氏名や年齢、住所、既往歴などの個人情報を書き込んだ病院診察券にコミュニティバスの 

   決済機能を搭載した統合型ＩＣカードを配布（平成24年度：約860枚、平成25年度：約2,700枚）。 

実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
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果
 

 救急搬送時の救命活動を効率化し、出動要請から搬送完了までの時間を平均1分23秒短縮。 

  （ICカード使用時の平均所要時間：12分23秒、ICカードを使用しなかった場合を含む平均所要時間：13分46秒） 

 実証で使用した住民のうち93.3％がＩＣカードの継続使用を希望。 



「医療・健康」×「ＩＣカード」✕「スマートフォン」の成果事例 

 母子健康情報については、母子健康手帳に記載されている情報や小学校、幼稚園等の健康診断情報などが一元
的に管理されておらず、利便性の向上に課題。 

 市、教育委員会等で保管されている市民の健康情報の提供方法についても、利便性の向上に課題。 

【前橋モデル】ＩＣカード・スマートフォンを活用した母子健康情報管理 

 母子健康手帳や健康診断の情報を電子化し、パソコンやスマートフォンで閲覧や書き込みを行える仕組みを構築。 

 幼児や児童を持つ世帯を対象に、過去の母子健康手帳の記録を電子化。現在の健康記録と結びつけ、予防接種の記

録や医療機関、保健センター、小学校等における検診情報も記載することで一貫した子供の健康情報を提供。 

 ＩＣカードとＮＦＣ対応のスマートフォンを用い、カードをかざすだけでログインできるシステムを実装。 

 妊婦を対象に、日々の健康管理情報（体重、血圧、脈拍）を、計測機器などを通じて一元管理できる仕組みを構築。 
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 実証実験に参加した250人のうち、80％以上の参加者がサービスの継続・実用化を希望。 
 記録されている情報に基づく健康診断・予防接種時期のお知らせサービスや、小中学校における定期検診の
お知らせサービスなど、追加機能についても参加者から積極的な要望。 

データを反映 

保健 
センター 
小児科 

小学校 

・乳幼児健診 
・予防接種 
  

・定期検診 
・予防接種 
  パソコンやスマートフォンで閲覧 

 

●健康診断結果 
●電子おくすり手帳 
●日記機能 
●成長記録グラフ 
●予防接種 
●子育てサイトリンク 

母子健康情報 

ＩＣカードで 
シングルサインオン 

等 

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/SIG=121hiuaa2/EXP=1379844816;_ylc=X3IDMgRmc3QDMARpZHgDMARvaWQDQU5kOUdjU3V4TlEzSXJ2UW9QRlc3amhfUFhINjZOZHFUVzF5a004aXlDN2NKa1BwbkswSVAtWnhUZElkVFZrBHADNWFXejVZeTc0NEtrNDRPcDQ0SzU0NE9JBHBvcwMzBHNlYwNzaHcEc2xrA3Jp/*-http:/bsoza.com/ill_medical/docter01_a04.pn
http://ord.yahoo.co.jp/o/image/SIG=121vvt93a/EXP=1379844780;_ylc=X3IDMgRmc3QDMARpZHgDMARvaWQDQU5kOUdjUnNCOGZPT1NyYkliZXJoVjc1VGlBdTBXQmFNTC1JR3REbnhpRkR4UzBUMzdhU2gySlBoRWVWWkEEcAM1WXk3NWJpcjQ0S2s0NE9wNDRLNTQ0T0kEcG9zAzQEc2VjA3NodwRzbGsDcmk-/*-http:/www.jojinkai.com/ushiku/images/007.gi


「健康」×「観光」✕「スマートフォン」の成果事例 

 愛媛県松山市では、介護期間の長期化やメタボリックシンドローム該当者率の増加に加え、住民の健康に対する意識の
向上も課題。（松山市国保加入者の特定健康診査受診率：15.3％（平成23年）、全国平均：43.3％（平成22年）） 

 観光資源には恵まれているものの、近年は観光客の滞在時間が減少傾向にあり、観光施策の見直しが必要。 

【松山モデル】スマートフォンを活用した健康指導サービス、観光／防災アプリケーション 

 約５００人のモニターを対象に活動量計を配布し、取得した健康データに基づき健康指導を行うサービスを提供。（うち
約１００人は専門指導員が直接指導、約４００人はスマートフォンとメールの活用による遠隔指導。） 

 観光客・市民をターゲットに、観光・街歩き向けのコンテンツを備えたスマートフォン用アプリケーションを開発。 
  災害時には防災マップの表示や避難場所を指示する機能も備え、同機能を活用した防災訓練も実施。 
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 健康指導サービスを通じて健康に対する意識が向上し、実証前に比べて身体活動状況や身体組成が改善。 
  【全モニターの平均値】体重：約０．７９kgの減少、ＢＭＩ：０．２８の減少、体脂肪率：０．７０％の減少 
  【肥満度が高いモニター※の平均値】体重：約１．０５kgの減少、ＢＭＩ：０．３６の減少、体脂肪率：０．９８％の減少 
    ※体脂肪率：男性２０％以上、女性２８％以上 
 観光／防災アプリをダウンロードしたユーザーのうち、約７割がアプリケーションの利便性に満足。 

健康指導サービス 

活動量計で取得したデータをＰＣを通じて集計し、健康指導に活用 

観光／防災 アプリケーション 

平時は観光・街歩き向け情報、災害時は防災情報を提供 

【アプリユーザーを対象としたアンケート集計結果（内訳）】 
※観光・防災それぞれに対する、メールアンケート調査を実施 
 
①観光ー使い勝手 
  「観光／防災アプリの使い勝手について、全ユーザーを対象にした   
アンケート回答者のうち69%が、「使いやすい」または    
「どちらかというと使いやすい」と評価」  
 「観光／防災アプリをダウンロードしたユーザへのアンケートの結果   
69%がアプリの使いやすさについて肯定的な評価」  
 
②観光－満足度 
  「観光／防災アプリをダウンロードしたユーザへのアンケートの結果   
68%が満足度について肯定的な評価  
  （／68%が「どちらかというと満足」以上の回答）」  
 「観光／防災アプリへの満足度について、全ユーザーを対象にした   
アンケート回答者のうち68%が、「満足」または   
 「どちらかというと満足」と評価」  
 
③防災  
 「防災アプリについて、利用者へのアンケートの結果   
 66%が「有用なツールである」と評価」  
 「防災訓練参加者へのアンケートの結果、73.5%が「有用なツールで
ある」と評価」  



「農業」×「観光」 ×「無線ＬＡＮ」の成果事例 

 沖縄県久米島町では、人口の減少に伴う主要産業（農業・観光業）の不振が課題。 

  ・平成24年度の農業生産高：８９，３７２千円（平成15年対比で５４％減少）  

  ・平成24年度の観光客数：８１，６６１人（平成15年度対比で１７％減少） 

【久米島モデル】Ｗｉ－Ｆｉ網を活用した地産地消システムとＡＲ観光アプリケーション 

 島内２３カ所にＷｉ－Ｆｉスポットを整備し、各集落及び主要観光スポットにおいてＷｉ－Ｆｉ網を活用した各種ＩＣＴサービスを提供できる環境を構築。 

 従来は市場に出回らなかった規格外または小ロットの農産物を、高齢農家等の生産者が登録し、島内の飲食店やホテル等の購買者とマッチ

ングすることにより販売・出荷を可能とするシステムを構築。生産者２３戸及び購買者９団体を対象に実証を実施。 

 ＡＲ（拡張現実）を活用したスマートフォン向け観光アプリケーションを開発し、観光客向けのコンテンツとして配信。 
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 対象とした生産者において、一戸あたり月額約４千円の増収効果（年額換算で一戸あたり約５０千円（約９％）の増収見込み）。 

 実証期間中の観光客数が前年度比で約１％増加（月平均５，１０４人、前年度：４，９８３人）。  

   島の観光ポータルサイトの閲覧数が、前年度比の２倍以上に増加（一日当り５，７００アクセス、前年度：２，５００アクセス）。 

【地産地消システム】 【ＡＲ観光アプリケーション】 



「農業」×「防災」✕「ＩＤ」の成果事例 

 静岡県袋井市は、県内有数の農業地域であり、農業を活かした街づくりを推進。 
  他方で、他の地域と同様に農作物の売上や収益、農家数の減少を未然に防いでいくことが課題。 
 南海トラフ巨大地震の発生に備え、備蓄品の効率的な管理や円滑な救援物資の提供が必要。 

【袋井モデル】ＩＤを活用した農作物のトレーサビリティと災害時救援物資の管理 

 農業の６次産業化を念頭に、バーコードを利用した農産物のトレーサビリティシステムを構築。 
 上記システムを災害時の救援物資の配達・管理にも活用。 
 更に、予め登録されたレセプト情報を基に、人と医薬品をＩＤでひも付け、必要とする人に必要な医薬品を配付。 
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実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 地元農産物の組み合わせ購入者数が増加し、一取引あたりの売上単価が1,500円（1店舗単独にて販売の場
合）から4,272円（4店舗にて組み合わせ販売の場合）にと約２．８倍増加。 

 災害時の救援物資の仕分け時間（物資集積所において受け付けてから棚入れに要する時間）を、 
  最大２６倍効率化（従来の平均１７分４２秒に対し、システム導入後は平均４０秒）。 

バーコードの読み取りにより管理 

同一システムで 

農産物のトレーサビリティと
救援物資の管理を実現 

メロン（地元農産物） 

救援物資 



「農業」×「センサー」の成果事例 

 長野県塩尻市では、イノシシなどの鳥獣被害による収穫高の減少や耕作放棄地の拡大が年々深刻化。 

 電気柵や罠の設置などハード面での対策を実施するも、効果は限定的。 

【塩尻モデル】 センサーネットワークによる鳥獣被害対策 

 市内５００ヶ所以上に設置していた既存のアドホックセンサーネットワークを活用し、獣検知センサーや

罠捕獲センサーを新たに設置。 

罠捕獲センサー 

センサー中継機 
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実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 実証実験を実施した塩尻市北小野地区では、平成２３年度に２７ｈａの稲作面積のうち８５％が鳥獣 

被害に遭っていたが、平成２４年度の実証実験において被害が稲作面積の２０％に減少。 

  その後、平成25年度も実証実験を継続したところ、稲作における鳥獣被害はゼロとなった。 

 なお、実証実験中に捕獲した鳥獣は、平成２４年度、平成２５年度ともにイノシシが各３匹であった。 



「エネルギー」×「防災」×「ＣＡＴＶ」の成果事例 

 鳥取県による意識調査の結果、災害時の電力供給や早期情報提供について、住民が重要性を感じていることが判明。 

 地域内のバイオマス発電や小水力発電を活用したエネルギーの地産地消化や新産業・雇用の創出が必要。 

【米子モデル】ＣＡＴＶを活用したエネルギーマネジメント、災害情報提供システム 
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実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 通常時におけるピーク電力消費量が34％減。（電気代換算⇒最大160万円/年の減少に相当） 

 停電などの非常時における市役所災害対策本部への集中的な電力供給を実施し、約42時間の連続利用が可能となった。 

 従来の防災行政無線に加えテレビ画面上に表示したテロップでも災害情報や避難情報を届けることにより、住民への情報

到達度が向上。 

分電盤に設置したスマートメーター 
ＣＡＴＶ網を通じてテレビ画面上に
個別テロップを表示 

 実証対象の住宅30戸において、ＣＡＴＶ網や蓄電池によりバイオマス発電等を含む電力の同時同量運用を実施。 

 非常時には、ＣＡＴＶ網を通じた電力制御により、市役所災害対策本部や避難所への安定的な電力供給を実施。 

 ＣＡＴＶ網を通じて各家庭のテレビ画面上に災害情報や避難情報を個別テロップとして表示。 



「人材・コミュニティ」×「ＩＣカード」の成果事例 

 奈良県葛城市では、公共交通機関が不便な地域が多いことに加え、高齢化の進行により、買い物困難者数が増加。 

 上記課題の解決のため、買い物支援や健康支援等のサービス導入を試みるも、ＩＣＴに不慣れな高齢者の利用促進に課題。 

 市庁舎や公民館が担う地域コミュニティの場としての機能が、市町村合併に伴う公共施設の統廃合により一層減退。 

【葛城モデル】ＩＣカードでのシングルサインオンによる民間サービスの利用  

 買い物支援や健康支援等の多様な民間サービスをＩＣカードによるシングルサインオンで利用できる、プラットフォー
ム（ポータルサイト）を構築し、民間サービスと連携したICカードを高齢者を中心に２４０枚配布。 

 サポート窓口を公民館に常時開設し、サービス利用者向けにタブレット端末を設置すると共に、常駐する市民コン
シェルジュ（有志の一般市民や市役所ＯＢ市民）１４名が利用者を対面でサポート。 
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実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 １枚のＩＣカードにより１つのポータルサイトを通じて容易に利用できる仕組みと、市民コンシェルジュのサポート体
制により、高齢者もスムーズにサービスを利用（高齢者モニターのうち、約８５％が取組の継続を希望）。 

 月１回程度の数人の会合等にしか使用されていなかった公民館が、サービス提供やイベント実施のために常に利
用され、毎週１００人規模の利用者が訪れるようになり、地域コミュニティの場として再活性化。 

ＩＣカードとタブレット端末（ＮＦＣ対応）により、 
ワンタッチでシングルサインオン 

マイポータルからは買い物支援や 
健康支援などの民間サービスへリンク 

市民コンシェルジュが対面で 
サービス利用者をサポート 



「公共サービス」×「スマートフォンアプリ」の成果事例 

 三重県玉城町では、高齢化に伴う核家族化や世代間格差の拡大等により、地域ｺﾐｭﾆﾃｨによる共助の仕組みが衰退。 

 その結果として、高齢者向けのオンデマンドバスの運行等の新たな行政サービスをはじめ、医療・介護分野等における
行政の負担が増加。 

【玉城モデル】データ連携基盤を活用した公共サービスの高度化 

 行政が保有する住民基本台帳やレセプトに関するデータ及び住民が様々なサービス（アプリケーション）を利用するこ
とで発生する行動（履歴）データを一元的に管理するデータ連携基盤「玉城町きずなビッグデータ」を構築。 

 データ連携基盤上のデータについては、共通ＩＤ等によって効率的かつ適切に管理を行い、これを一定のルールの下で
民産学公官に公開することで、町全体が一体となった公共サービスの実現（公共サービスの高度化）を図る。 

実
証
実
験 

課
題 

 従来まで紙媒体で実施していた、健（検）診の希望調査（健（検）診日の調整を含む）をＩＣＴ化することで、調査票の 

封入やデータ入力等の行政事務を省略することが可能となり、当該作業に要する時間を約８０％低減。 

 また、データ連携基盤の構築により、高齢者向けオンデマンドバス等の行政サービスの導入による町民の医療費 
削減効果等の可視化を実現する環境が整備された。 

【データ連携基盤「玉城町きずなビッグデータ」の概要】 

成
果
・効
果 

【データ連携基盤の活用による情報の可視化】 

【行政が保有するデータ】 
●住民基本台帳 
●レセプトデータ 
●オンデマンドバスの 
   利用データ      等 

【行動（履歴）データ】 
●ポータルサイトの閲覧ログ 
●健（検）診情報、予約情報 
●配達希望者情報 
                 等 

＋ 

【可視化される情報】 
●オンデマンドバス等の導入による医療費削減効果 

 （オンデマンドバス利用データ ＋ レセプトデータ） 
●性別、年齢、所得別の健（検）診受診率 

 （住民基本台帳 ＋ 健（検）診情報） 

●住民基本台帳 
●レセプトデータ 
●オンデマンドバス 
   の利用データ 

●ポータルサイト 

●健（検）診情報通信 

●買い物支援    等 

15 



「教育」×「スマートフォン・タブレット」の成果事例 

 箕面市では、小中学生を対象に双方向授業の導入を検討しているものの、教員の負担や効率性に課題。 

 国際教育に取り組もうとするものの、英語力や国際性の醸成に有効なネイティブスピーカーとの接触の機会を小中学生

に提供できる環境が不足。 

【箕面モデル】タブレット端末を活用した双方向授業・生徒の国際交流 

 市内２校においてタブレット端末を計480台を導入し、授業時には生徒が一人あたり一台の端末を使用できる環境を整備。 

   電子黒板とタブレット端末を連動させた授業支援システムを活用することで双方向授業を効率的に実施。 

 導入したタブレット端末のカメラ機能やデジタルサイネージを活用し、時差が少ない国際協力都市のハット市（ニュージーラン

ド）の生徒と常時交流できる環境を整備。 
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実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 より視覚に訴える授業を実現したことで、小学２年生を対象とした漢字の筆順テストにおいて正答率が74.5％から92.4％に向上。 

 ハット市の生徒との日常的な交流の中で英語に触れたことにより、英語能力判定テスト(中2・英検４級レベル）の通過率が60％か

ら68.4％に向上。また、生徒自身の国際的な意識が高まり、生徒を対象に実施したアンケートでは、８７．２％の生徒が「英語を使っ

たコミュニケーションの意欲がある」、８２．１％の生徒が「相手国への関心がある」という結果を示した。 

手元のタブレットにて回答を作成 
回答は電子黒板にて瞬時に表示し、 
意見交換の時間を多く確保 タブレット端末やデジタルサイネージを使ったリアルタイムな国際交流 

双方向授業支援システム 国際協力都市の生徒との国際交流 

Hi, Tom. 

How are you? 
Hi, Emi and Rika. 

I’m fine. 

箕面市 ハット市 



２．地域実証プロジェクトのシステム構成事例集 
（レイヤー構造化、モジュール化に向けて） 
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出
力 

システム 

 

テーマ 

●平成２４年度：災害に強い街づくり、地域が複合的に抱える諸課題の解決、経済の活性化・雇用の創出 
●平成２５年度：コミュニティ創生や危機管理他地域に展開可能な先行モデルの形成 

平成24年度実証 
 

（コミュニティ創生や危機管理の先行モデルを構築） 

平成25年度実証 
 

（他地域に展開可能な先行モデルの形成） 

入
力 

にぎわい 見守り 帰宅困難者 きずな 情報収集 帰宅困難者 

駅前WIFI IP告知 情報伝達 要援護者支援 
駅前WIFI 

（機能拡充） 

買物支援 

意思決定支援 
多職種連携 

情報伝達 

 
 

デ
ー
タ
処
理 

クラウド 

異なる通信方式の融合（ユニ/マルチ） 

クラウド 

配信情報 
ＤＢ 

地図ＤＢ 

PUSH型配
信ユニキャ

スト 

Internet 
（データ参照） 

IP/HTTPS通信 

情報配信PF 

PULL型配信 
マルチキャスト 
受信アプリ 

メール 
Twitter等 

情報参照 
情報参照ア

プリ 
情報参照 

IP/HTTPS通信 

各種入力情報 
（見守り情報・安否情報・災害情報） 

各種入力情報 
（店舗情報・行政情報・災害情報） 

Internet
（データ参照） 

情報生成レイヤ 

配信レイヤ 

I/F変換機能 

災害情報 
DB 

地図連携機能 

避難場所 
DB 

配信 
【横展開】 
塩尻市との 
共同利用 

マルチキャスト
コンテンツ 

タグ情報付与 

配信 

OPEN API 

ユニキャストコ
ンテンツ 

配信 

クラウド 

配信情報 
ＤＢ 

I/F変換機能 

配信 

蓄積レイヤ 

情報管理レイヤ 

情報抽出レイヤ 

コンテンツ 

配信 

クラウド 

基幹系
DB 

連携機能 

要援護者 
ＤＢ 

台帳 

福祉
DB 

入力情報を 
地図情報連携 

各メディアへI/F
変換 

街づくりのシステム構成 【東京都三鷹市】 18 



街づくりのシステム構成 【千葉県柏市】 

出
力 

ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
処
理 

入
力 

・様々な機器に(健康
機器以外にも)対応す
るためにプラグイン化、
機器認証 

エネルギー 健康 
行政・地域 
・防災情報 

・情報提供APIの構築 

・OpenAPIをセキュ
リティで保護 
・認証情報(SAML)への
UCODE埋込 

共通プラットフォームイメージ図 

レイヤ化 

情報生成
レイヤ(各
種センサ) 

収集/蓄積
レイヤ 

情報管理
レイヤ 

情報抽出
レイヤ 

セキュリ
ティレイヤ 

見える可レ
イヤ(UI) 

・UCODEを利用した
情報連携＆管理 
・Continua準拠の
データ構造 

・LoginIDに連携し
たUCODEを用いた情
報問合せ 

街づくり共通プラッ
トフォーム(出力) 

街づくり共通プラッ
トフォーム(入力) 

＜構築した共通プ
ラットフォーム 
 の技術要素＞ 

子育て支援 

母子手帳 

シングルサインオン（認証、認可） 

SAML/OpenID 

情報抽出 

OpenAPI(XML) 

空地域個人ポータル 

IP/HTTPS通信 

IP/HTTPS通信 

アプリ 

蓄積アプリ 

PluginB
(独自) 

PluginX 
PluginA
(JSON) 

PluginB
(再利用) 

平成24年度センサ群 

平成24年度DB群 

健康見える化 

平成24年度健康見
える化センサ群 

PluginB
(再利用) 

横展開 
豊田市様 

母子手帳
DB 

平成24年度健康
見える化DBをコ
ピーして流用 

母子手帳向け
を拡張 

拡張 

平成24年を 

拡張(再利用) 

平成24年度実証 
共通部をレイヤ化して整理 

平成25年度実証 
共通部が地域内で共有可能かつ 
他地域でも共有可能かを実証 

地域内による横展開
(共通機能の共有) 

ポイント 

ポイント
アプリ 

柏の葉
カード 

ポイント
DB 

ポイント向け
を拡張 

新地域個人ポータル 

昨年物を再利用して母子手帳、ポイントと連携 

●平成２４年度：共通ＩＤを活用して、エネルギー、健康、行政情報等のデー基盤の連携を行う共通プラットフォームを構築。 
●平成２５年度：様々なサービスを効率よく連携させることにより、公民学連携型の総合健康支援サービスを実証。 
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街づくりのシステム構成 【長野県塩尻市】 

●平成２４年度：見守り情報等のセンサ情報をアドホックネットワークを介して蓄積・集中管理し、様々なメディアで住民へ提供。 
●平成２５年度：センサ情報、時間・場所情報等を統合クラウドシステムでビッグデータとして収集蓄積分類し、利用者へ提供。 

出
力 

ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
処
理 

入
力 

・センサーなど様々
な機器とIFにそれぞ
れ対応 

時空間DB アクションDB 
プライベート  
クラウドシステム 

センサー 
（本事業） 

公共コモンズ 

センサー 
（25年度） 

時空間PF 
（25年度） 

オープンデータ 

・情報検索・提供
APIの作成 

・認証管理 

蓄積アプリ 

シングルサインオン（認証、認可） 

SAML/OpenID 

IP/HTTPS通信 

情報抽出 

OpenAPI(XML) 

ビッグデータDBシステム 

共通プラットフォームイメージ図 

IP/HTTPS通信 

地域個人ポータル 

共通ID/DB 

センサーDB 

異動管理 

情報生成
レイヤ(各
種センサ) 

収集/蓄積
レイヤ 

情報管理
レイヤ 

情報抽出
レイヤ 

セキュリ
ティレイヤ 

見える化レ
イヤ(UI) 

・クラウドを利用し
た情報管理 

・LoginIDに応じた
情報問合せ 

本事業 

(入力) 

＜構築した共通プ
ラットフォーム 
 の技術要素＞ 

防災情報MS 
（25年度） 

住民ポータル 
（25年度） 

センサー 

GPS子機 
安否確認
鳥獣害 
放射能 

橋梁振動
傾斜   
気象  
フィールド 

異動データ 

J-ALERT
警戒情報 

住所異動
出生  
検診 

公共施設、観光、
歴史、文化、防犯、
天候、農業、健康 

レイヤ化 

蓄積アプリ 

Shell Shell/JS Mahout Shell/JS C 

オープンデータ提
供システム 
OPEN-API 

情報表示PF 

情報配信PF 

認証システム 

携帯端末情報取得 

総合クラウドシステム 

・ユニキャストを利
用した情報配信 

配信レイヤ 

気象データ収集機能 

WI-FI 

エリアワンセグ 

Webデータ参照 
携帯端末参照 

25年度事業 

(出力) 

認証システム 

ＳＱＬ検索 

センサー 

土中水分・水位・ 
鳥獣害・市内バス・ 
見守り 
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情報出力機能群 

ＩＣＴ街づくりプラットフォームの基本システム概念 

整
形 

整
形 

情報分析/蓄積機能群 

情報入力機能群 

画面/UI 

センサ 

情報生成レ
イヤ(各種セ
ンサ) 

収集/蓄積 
レイヤ 

情報管理 
レイヤ 

情報抽出 
レイヤ 

出力セキュリ
ティレイヤ 

見える可 
レイヤ(UI) 

入力セキュリ
ティレイヤ 

 

プラットフォーム化： 
APIの利用方法を共通ルール化することで
機能を共有化。 
 

出力のAPI化 

入力のAPI化 

モジュール化 

内部的な変更が外部へ影響を
及ぼさない様に外連携部分を
API化して独立性を高める 

外部サービス 

外部サービス 

API化 

API化 

 これまでのＩＣＴ街づくり実証プロジェクトにおいて構築したシステムを踏まえて、他地域から

も容易に参照できる基本的なシステム概念を整理。 

モジュール化 

モジュール化 

モジュール化 
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３．地域実証プロジェクトの運用体制事例集 
（地域の状況に応じた最適な役割分担） 

22 



①市が主導的に、ICTを活用した課題解決方法を各原課に提起し、企画・戦略策定を実施。 
②街づくり事業のために設立された株式会社まちづくり三鷹が、地元企業（NPO法人等）や市民団体を上手く巻き込みながら、地域密着型 
 の事業運営を実施。 
③市と第3セクターが密に連携し、政策に対する共通認識を待ちながら、企画・戦略策定、事業運営の役割を明確に分けて実施。 

三鷹市 

株式会社まちづくり三鷹 

住民 

見
守
り
兼
買
物

 

運
用
支
援
事
業
者

 

見
守
り
兼
買
物
 

サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
者
 

多
職
種
連
携

 

運
用
支
援
事
業
者

 

多
職
種
連
携
サ
ー
ビ
ス

 

提
供
事
業
者

 

意
思
決
定
支
援

 

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
者

 

情
報
伝
達
シ
ス
テ
ム

 

構
築
事
業
者

 

一
斉
連
絡
安
否
確
認

 

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
者

 

Ｗ
ｉ―

Ｆ
ｉ
運
用
支
援

 

事
業
者

 

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト

 

運
用
支
援
事
業
者

 

Ｗ
ｉ―

Ｆ
ｉ
サ
ー
ビ
ス

提
供
事
業
者

 

回
線
提
供
事
業
者

 

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト
サ
ー

ビ
ス
提
供
事
業
事
業
者

 

企画・戦略 
策定 

ICT 

サポート 

実施方法 事業原資 

【企画・戦略策定】 

・首長の強いリーダーシップの元、市
の企画部が主導的に、各原課が抱
える課題に対して、ICTを活用した解
決方法を提起している。 

自治体にて事業運営
に必要な費用を予算
化 

【事業運営】 

・街づくりを実現する組織として、市と
密接に係り、市の意向を汲みながら
事業を運営。運営面においては、全
ての責任と権限が与えられている。 

・運営を支える組織の選定には、地
元の企業を積極的に活用し、地域密
着型の街づくりを実現させている。 

自治体から3セクに
事業運営を委託 
（本ICT街づくり推進

事業では、総務省か
ら3セクが直接受託し
て実施） 

【ICT】 
・市で策定した企画・戦略に基づき、
ワンストップでシステム構築・サポー
トが可能な地元企業へ業務を委託し
ている。 

3セクからシステム構

築・保守運用業務を
委託 

【サポート】 

・各事業の運用面サポートについて
は、それまで地域に密接に係ってき
た、地元企業（NPO法人等）が全面的

にサポートを実施。住民との信頼関
係が構築されている地元企業（NPO

法人等）が携わることで、継続的な事
業運営を可能としている。 

3セクから運用サ
ポート業務を委託 

見守り兼買物 多職種連携 
意思決定支援システム 
情報伝達システム 

一斉連絡安否確認システム 

Ｗｉ-Ｆｉ 

街づくり事業運用体制図 

事業運営 

街づくりの運用体制 【東京都三鷹市】 23 



街づくりの運用体制 【千葉県柏市】 

実施方法 事業原資 

【企画・戦略策定】 

・国際キャンパスタウン、環境未来都市
などの戦略構想の下、 

・公民学連携により、課題解決型モデ
ル構築のテストベッドとして先進的取
組を実施 

 

・UDCK(公民学連携組
織)や協議会形式で企

画・戦略策定。予算・
人員は持ち寄り 

【事業運営】 

・行政、街づくりに関係する組織が連携
し、ステークホルダー意向を汲みなが
ら事業を運営。 

・運営面においては、官民連携のス
キームを活用し、民間事業者を中心
に事業を展開 

 

・官民連携のＰＰＰス
キーム（電子母子手
帳、共通インフラ） 

・民間事業ベース（健
康見える化） 

【ICT街づくりサポート】 
・運営を支える組織の選定には、地元
の企業を積極的に活用し、地産地消
型を優先し、運営、サポート体制は地
域密着で構築 

・各事業運営会社か
らシステム構築・運
営を委託 

【場とコミュニティ】 
・ICTのバーチャルネットワークだけでな

く、地域の住民との接点となるリアル
な場が用意されている 

・場を中心としてコミュニティが形成され、
先進的な取組に対しての理解が高い 

・官民連携のＰＰＰス
キーム 

・基本的に予算・人員
は持ち寄り又は受
益者負担 

・但し、コミュニティも
活用し、地域で回る
仕組みを構築 

 

街づくり事業運用体制図 

企画・戦略 
策定 

事業運営 

ＩＣＴ街づく
り 

サポート 

場 

コミュニ
ティ 

①産学官連携の体制で、企画・戦略策定、事業運営を民間、大学が積極的に実施し、後方支援を自治体が実施 
②行政、街づくりに関係する地元企業が連携し、ステークホルダーの意向を汲みながら地域密着型の取組を推進 
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電子母子
手帳サー
ビス提供
者（柏市） 

ポイント
サービス
運営事業
者（地域
ポイント
協議会） 

住民 

東大ジェロントロジー・コンソーシアム 
街の健康研究所 あ・し・た（HIP） 

UDCK（街づくりの場） 

地域ポイ
ントサービ
ス運営事
業者（スト
リートメ
ディア） 

電子母子手
帳サービス
支援者（エム
ティーアイ） 

マイポータル運営事業者 
（三井不動産） 

ポータル
運営サー
ビス支援
者（国際情
報ネット） 

ＩＤ管理
サービス支
援者（ 

ユーシーテ
クノロジ） 

街のすこやかステーション 
(健康に関する場) 

柏市 東京大学 千葉大学 三井不動産 

ＵＤＣＫ 

健康見える
化事業者
（エムティー
アイ） 

健康未来都市推進協議会 

街づくり 健康 

柏の葉国際キャンパスタウン構想 / 環境未来都市構想 

柏市ICT街づくり推進会議体 

リアルの場とコミュニティ 

健康見え
る化事業
者（メディ
シンク） 



４．ビジネスモデル構築の事例集 
（持続可能なモデルの実現に向けて） 
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柏市の実証プロジェクトにおけるビジネスモデル構築の試み 26 

柏市では、ＩＣＴ街づくり実証プロジェクトにおける実証内容について、民間事業者と連携したビジネスモデル
の構築を予定。 

個別 

ｻｰﾋﾞｽ 

共通 

ｲﾝﾌﾗ 

＜実証内容＞ ＜社会実装イメージ＞ 

● マイポータル 
・利用者の利便性の観点から街づくり事業者が継続運用。 
・行政情報や災害情報の発信にも有効活用。 

民間企業による事業化を目指して検討中。 

● 母子健康手帳サービス 

自治体から民間事業者への業務委託＋一部サービスの有料化
による持続的な運営を検討中。 

● 健康見える化サービス 

住 民 

自治体 

電子母子手帳＋α 
（基本無料、 
リッチコンテンツ：有料） 

税金 

電子母子手帳
サービス事業者 

場を利用した民間サービス許諾など 

+αの 
利用料 

紙ベース
母子手帳 

ＰＰＰスキーム 

業務委託、データ提供など 



袋井市の実証プロジェクトにおけるビジネスモデル構築の試み 27 

袋井市では、ＩＣＴ街づくり実証プロジェクトにおける実証内容について、自治体・商工会議所・関連企業で構成するコンソーシ
アムを中心としたビジネスモデル構築を予定。 

＜実証内容＞ ＜今後の運用体制イメージ＞ 

ふくろいeネット

地産品コマース 支援物資輸送システム

制御・変換・検索機能（需供の整合や梱包単位でのデータへの変換、所在・状態検索など）

モノの位置と状態を管理
する情報プラットフォーム

発注・配送

発注 出荷

集積所

入庫 棚指示
出庫指示 入庫

棚指示
出庫指示

出荷所

モノの状態変化に関するイベント（個体識別子を単位とする登録・入庫・集積・出庫など）

平時備蓄品管理システム

生産者

ID

ID

ふくろいeネット

発注・配送
発注・配送

栽培記録システム

平成24年度までに構築した部分平成25年度に構築した部分

ふくろいeねっとコンソーシアム
共通情報基盤の構築・運用

袋井市

行政サービス委託費

農業法人
加工業者

大和コンピューター

利用料
（当面は無料）

受注・共同配送
サービス

システム・運用

農業法人
加工業者
農業法人
加工業者
JA遠州中央
農業法人

袋井商工会議所

日本IBM

加工業者等

発注 配送

凸版印刷

協力

平時備品管理システム

地産品コマース・災害時支援物資輸送システム

その他プラット
フォーム利用シ
ステム

慶応大学・神
奈川工科大学

栽培記録システム

標準化・技術開発協力

 モノの所在と状態をアプリケーションに依存せず管理するオープン
インターフェイスの情報プラットフォームを構築し、様々なアプリ
ケーションの創発を促進。 

 農産物の共同販売・共同配送サービス及び防災備蓄品管理を運用。 

 平成26年度以降は、自治体・商工会議所・関連企業で構成するコン
ソーシアムが運営主体となり、自治体からのサービス業務委託費及
び農業法人からの利用料等により運営を行っていく予定。 

 引き続き、各システムの開発・運用は民間企業及び大学が実施。 

加工事業者等 

自治体 

配送 

民間企業・大学等 

ＪＡ・農業法人等 

サービス 
業務委託 

商工会議所 
協力 

発注 受注・共同配送
サービス 

利用料 

コンソーシアム 



28 

● 観光情報提供アプリ／防災情報提供アプリ 
商店街組合組合員・観光協会会員からの利用料による運営モデルを予定。 

自治体 
データ提供 
などの連携 

住民・観光客 

データ管理・活用 
サービス事業者 

利用料（運営費用） 統計データ等の提供、 
アプリでの宣伝広告 等 

商店街組合組合員・ 
観光協会会員 

アプリによる観光／防災
情報の提供 

● マイポータル 
健康支援サービスと観光情報提供アプリ／防災情報提供アプ
リのＩＤを共通化し、市が提供するマイポータルで管理。 

商品・サービス提供 

購入・消費 

 観光スポット、飲食店
情報 

 街歩きの健康価値の見
える化  

 近隣イベントのプッ
シュ通知  等 

観光情報提供（平常時） 防災情報提供（緊急時） 

 （平時からの）防災情
報提供 

 緊急時避難支援 
 安否伝達機能  等 

        情報管理プラットフォーム 
      （ユーザー情報、コンテンツなど） 

シームレスに 
切り替え 

コンテンツ、 
ユーザー情報等の同期 

コンテンツ、 
ユーザー情報等の同期 

メール連絡、 
アンケート等 

ＧＩＳを活用したスマートフォンアプリ 

● 健康支援サービス 
地域の自治体と大学、民間事業者が連携し、事業主（健康保険者）・ 
住民（被保険者）等から支払われる利用料によりサービスを提供する
持続的な運営モデルを予定。 

健康支援サービス 

住民（被保険者） 

自治体 

コンテンツ利用許諾 

＋αの 
利用料 

利用料 

＋αの 
リッチコンテンツ 
（直接指導） 

基本コンテンツ提供 
（メールによる遠隔指導） 

事業主（保険者） 

データ提供 
などの連携 

大学 
（医学部、 
教育学部） 

健康 
サービス事業者 
（ヘルスケア、飲食店など） 

実施支援 
などの連携 

運営コンソーシアム 

国保・協会けんぽ・ 
健保・共済組合 

国保DB 

※同意 

ACTION(実施支援) 
（松山市文化・スポーツ振興財団） 

医学部 

健康データ 

活動量計 

アンチ 
エイジング調査 

分析 
教育学部 

KPI 

統合DB 

運動 
アドバイス 

健康 
アドバイス 

松山市の実証プロジェクトにおけるビジネスモデル構築の試み 28 

松山市では、ＩＣＴ街づくり実証プロジェクトにおける実証内容について、地域の自治体・大学・民間事業者の連
携によるビジネスモデル構築を予定。 

＜実証内容＞ ＜社会実装イメージ＞ 

愛媛大学 

コンテンツ利用 



三鷹市の実証プロジェクトにおけるビジネスモデル構築の試み 29 

三鷹市では、ＩＣＴ街づくり実証プロジェクトにおける実証内容について、街づくり事業者との業務委託に加え、 
他地域への成果展開にあたって、地場のソフトウェア事業者等も参画することによるビジネスモデル構築を予定。 

個別 

ｻｰﾋﾞｽ 

共通 

ｲﾝﾌﾗ 

＜実証内容＞ ＜社会実装イメージ＞ 

● 災害時要援護者台帳管理・見守り連携システム 

・システムの共同利用により、低コストで他地域に成果を展開。 
・街づくり事業者は、従来の自治体との業務委託に加え、他地域への
展開にあたっては、地場のソフトウェア事業者等とアドバイザー契
約を結び、モジュールの公開やノウハウの提供を行うことを予定。 

住 民 

災害時要援護者台帳サービス事業者 

サービス 
提供 

住民情報系 
システム 

他市町村連携 
システム 

見守り 
システム 

情報連携モジュール群 

文字コード変換 符号変換 レイアウト変換 

ファイル取込 コード変換 連携応答管理 

システム基盤モジュール群 

ログ管理 認証制御 文字管理 入出力制御 

業務モジュール群 

画面表示 安否情報管理 マスタ管理 

対象者抽出 帳票印刷 要援護者管理 

※擬似環境で実証 

災害時要援護者台帳管理システム 

街づくり事業者 

他地域の 
地場ソフトウェア事業者 

自治体 
（情報部門） 

税金 

自治体 

業務委託 

業務委託 

サービス提供委託 

モジュール提供・サービス提供 
ノウハウ提供 

モジュール公開・ 
ノウハウ提供 

システム構築・ 
運用支援 

アドバイザー契約 サービス提供・ 
ノウハウ提供 

②自治体情報部門がシステム構築を実施する場合 

①ソフトウェア事業者がシステム構築を実施する場合 

自治体・街づくり事業者等 

モジュール公開・ 
ノウハウ提供 

アドバイザー 
契約 

他地域 



塩尻市の実証プロジェクトにおけるビジネスモデル構築の試み 

塩尻市では、ＩＣＴ街づくり実証プロジェクトにおける実証内容について、民間事業者と連携したビジネスモデ
ルの構築を予定。 

個別 

ｻｰﾋﾞｽ 

共通 

ｲﾝﾌﾗ 

＜実証内容＞ ＜社会実装イメージ＞ 

見守り 

データサイエンス マルチキャスト 
共通認証 

気象 放射能 土砂 水位 

公共構造物 鳥獣害 バス位置 

データ 

オープンＡＰＩ・Ｍ２Ｍ 

Ｈ２４ ・ Ｈ２５ 事業成果 

クラウドデータベース 

オープンソース 

時空間データ
ベース 

統計分析 

クラウド基盤・共通ID認証基盤 

CKAN・API 

アプリ開発 

地域・社会課題解決サービス データサイエン
ティスト教育 

市
民 

代金 

利用 

地域企業・アントレプレナー 

サービス・アプリ提供 代金 

代金 

利用 

起業 

代金 導入支援 

地域企業・アントレプレナー 
地域企業・アントレプレナー 

市
民 
市
民 

市
民 
市
民 
企
業 

ナレッジ 
ポータル 

地域企業・アントレプレナー 
地域企業・アントレプレナー 
他地域への基盤普及・展開 

人材育成 

代金 

利用 

塩尻市事業主体 

地域ポータル 
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● 街づくり事業者による包括的なサービス提供 
  ・共通ＩＤ基盤 
  住民、企業、地域企業・アントレプレナー、他地域それぞれから
支払われる利用料により、各者が必要とするデータの提供や蓄
積したノウハウに基づく指導を実施。 

住民 

自治体 

利用料 サービス
提供 

企業 地域企業 
アントレプレナー 

他地域 

利用料 サービス
提供 

利用料 
サービス・
アプリ提供、 
人材育成 

コンサル
ティング
費用 

システム
導入支援、 
ナレッジ
提供 

街づくり事業者 
（指定管理者） 

場を移用した民間
サービス許諾など 

業務委託、 
データ提供など 

http://www47.tok2.com/home/anriyugo/clip_art/mobile/images/atsb00003.png


藤沢市におけるビジネスモデル構築の試み 

神奈川県藤沢市では、「Fujisawa サスティナブル・スマートタウン」エリアにおいて、民間企業の出資により設
立された運営会社が、自治組織による街づくりの運営を支援する体制を構築。 

＜社会実装イメージ＞ 

自治組織 

各種サービスの提供 

自治体 

入会・会費 

管理費・修繕積立金 

住民 
商業施設事業者 

健康・福祉・教育施設事業者 

入会・会費 

運営会社 

民間企業 

出資 

街づくり協議会 

調整・承認、 
定期的な情報共有 

 運営会社は、民間企業からの出資により設立され、
自治組織から支払われる管理費等を元に運営。 

 運営会社は、 
   ・システム等の資産の運営・管理 
   ・自治組織の運営支援、タウンポータルの運営 
   ・サービスの企画・開発 
   等のサービスを提供することで、自治組織が行う

街づくりの運営を支援。 
 自治体、運営会社及び出資者である民間企業によ

り街づくり協議会を設置し、連携。 
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